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1
 長官公署秘書處編輯室編「奉令拆毀日偽及漢奸建築碑塔等記念物，轉令遵辦（日譯文）」















































































事件のきっかけは 1947 年 2 月 27 日、闇タバコ売りへの取り締まりである。闇タバコ売り
への殴打と売り上げ収入の没収に民衆は抗議した。取り締まり隊は抗議で集まった民衆に
































































































台湾の戦後の言語政策についての研究は、上記先行研究のように 1945 年から 1990 年代
以降の広い範囲の研究、または台湾省行政長官公署の時代(1945－1947)の研究が行われてき
た。本研究では、一次資料である政府機関公報『台灣省行政長官公署公報』、『臺灣省政府
公報』を用いて 1945-1975 年、計 30 年間(計 8817 冊)の命令から日本語に関わる内容を選び
出し、分類して政府の日本語に対する政策を解明する。本研究は戦後台湾における日本語
を対象にしたものであり、従って調査時代の始まりを 1945 年に設定した。蒋介石が支配し



































長官公署は、台湾が 1945 年の終戦後から 1947 年 4 月に台湾省へ改編されるまでの最高行







『台灣省行政長官公署公報』である。「行政長官公署」は 1947 年 5 月 16 日より「省政府」
へと改編された。 
1945 年 12 月 1 日に発行された『台灣省行政長官公署公報』(pp.1-2)によると、台湾省行
政長官公署には秘書課・民政課・教育課・財政課・農林課・工鉱課・交通課・警務課・会
計課と九つの部署が存在する。『台灣省行政長官公署公報』は秘書課の編集により、1945 年
12 月 1 日から 1947 年 5 月 15 日まで総計 345 冊発行された。本公報の発行当初は 3 日もし
くは 4 日に 1 冊の頻度で発行されたが、1946 年 2 月 6 日からは 2 日に 1 冊のペースで発行
され、同年 6 月からは毎日出版されるようになった。また、公報の巻号形式も発行巻数が
進んでいく中で形式の変更が見られる。発刊当初は 1:1（第一巻第一期、1945 年 12 月 1 日
発行）となっていたが、2:10（1946 年 2 月 11 日発行）以降は 35：春：1（1946 年 2 月 13
日発行）このような形式となった。前の巻号形式と比べると後者の方が発行年(民国)、発行
時期（四季、春：1-3 月，夏：4-6 月，秋：7-9 月，冬：10-12 月），また発行号がわかりやす
くなった。 
行政長官公署の後に成立した省政府は 1947年 11月 15日に発行された『臺灣省政府公報』
(pp.586-587)によると、秘書處・民政廳・財政廳・教育廳・建設廳の五つの部署が存在して
いた。省政府の機関誌である『臺灣省政府公報』は 1947 年 5 月 16 日よりほぼ毎日発行さ
























































































                                                   
3
 長官公署秘書處編輯室編「制定「台灣省行政長官公署公報編行辦法」暨「臺灣省行政長官








に発表数が減っていく傾向である (図 2 を参照) 。 
 














中華民国政府は戦後、台湾を統治するため、戦争が終了する前の 1945 年 4 月、「台湾調
査委員会」を結成した。台湾の言語に関する政策は既にこの委員会によって発表された「台
灣接管計画綱要」5に含まれていた。「台灣接管計画綱要」の日本語についての内容には、台



















日本語の翻訳が付された『台灣省行政長官公署公報』は 1946 年 1 月 20 日から同年の 10
月 24 日まで発行され計 180 冊出版された。この数は『台灣省行政長官公署公報』の発行数
計 345 冊の半数以上を占める。実際、公報の翻訳版は公報では図 3 のように「訳文版」と
書かれ、「訳文版」の後には日本語の翻訳が掲載された。 
  























中華民国政府は中国語を使用する。これは公報にも反映しており、1945 年 12 月に発行さ
れた公報の内容は中国語のみである。台湾における行政長官・陳儀は教育上、中国語を普
及することを重点とした。政府の言語政策を端的に示すものとして台湾省行政長官に任命







































年 1 月 20 日から公報の内容を中国語、日本語の通じる台湾人に内容を日本語に翻訳し巻末
に付することにした。日本語で翻訳された公報は主に文語文で書かれており、長官の演説
内容は平仮名で書かれている。日本語の訳を付すにあたっては、当初は公報の内容を日本
                                                   
7
 長官公署秘書處編輯室編「陳長官放送せる本年度工作要領全貌」『台灣省行政長官公署公
報』第 2 巻第 1 期, 1946, pp.1-3, 日本語訳 第 2 巻第 1 期, 1946, pp. 10-12. 
8
 長官公署秘書處編輯室編「陳長官 35 年除夕廣播詞」『台灣省行政長官公署公報』36:春:1, 































備取 5 名：郭純青、張清淮、汪樹、許天松、林英俊」『台灣省行政長官公署公報』第 2 巻第
































                                                   
11 長官公署秘書處編輯室編「電各縣市政府為在舉辦設籍登記前，應先實施戶籍登記宣傳，
並制定「臺灣省各縣市實施戶籍登記宣傳辦法」，希遵照」『台灣省行政長官公署公報』35:秋:58, 




















が出てきたのは 1946 年 1 月 23 日に発行された公報であり、翻訳されていなかった内容は






する公報の日本語訳文にズレが見られたのは 1946 年 6 月 14 日に発行されたものであり、
当該内容の日本語訳は 1946 年 7 月 3 日に発表された(資料 5 の表内、太い黒線で囲んだ行)。




























じ内容の記事が 8 月 15 日に高雄市参議会宛に発表されていた13。異なる地域の参議会に同
                                                   
12 日本語の訳文は長官公署秘書處編輯室編「電復新竹市參議會新聞紙雜誌日文廢止日期未
便再予延期(日譯文)」『台灣省行政長官公署公報』35:秋:36, 1946, p.576． 
13 長官公署秘書處編輯室編「電復高雄市參議會廢止新聞紙日文版未便展期，請查照」，『台







































 長官公署秘書處編輯室編「電各縣市政府為臺灣省新聞雜誌附刊日文版應自 35 年 10 月 25
日起一律撤除，希轉飭遵照」，『台灣省行政長官公署公報』35:冬:3, 1946, p.45． 
16
 長官公署秘書處編輯室編「清劃戶籍行政及業務接收權限，希迅速辦理并將接收情形具報」




















                                                   
17
 長官公署秘書處編輯室編「據高雄縣政府送 35 年度工作計劃，指復遵照」『台灣省行政長
官公署公報』35:夏:34, 1946, pp. 541-543, 日本語訳 35:秋:6, 1946, pp. 94-96. 
18 長官公署秘書處編輯室編「電發各縣市政府中日文戸籍名稱對照表，希知照」，希遵照」『台











令件数は表 2 のようである。 
 
























図 5 路名・地名の改名 
 
 









る。19実際の変更された例は表 3 を参考。表 3 は 1946 年、台南市の変更された道路名であ
る。公報により、終戦後一年半の間に当時の九つの省轄市中七つ、また八県中四県が一部
の道路の改名を行った。20 





巻第 2 期, 1945, p. 4. 
20
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 長官公署秘書處編輯室編「制定「臺灣省人民回復原有姓名辦法」」『台灣省行政長官公署





































原有姓名辦法，迅予更正。」『台灣省行政長官公署公報』第 2 巻第 3 期, 1946, p. 8, 日本語訳 
第 2 巻第 3 期, p.16. 
23
 長官公署秘書處編輯室編「修正臺灣省人民回復原有姓名辦法」『台灣省行政長官公署公報』

































二 もし変更しない場合は 35 年第 2 学期の始業時に、（学生としての）
登録を与えない。 
                                                   
24
 長官公署秘書處編輯室編「電知甲乙種檢核案凡用日文或日本姓名與以牧師傳教師經歷聲
請處理辦法」『台灣省行政長官公署公報』35:春:15, 1946, p. 277. 
25
 長官公署秘書處編輯室編「電各縣市政府為全省各學校學生不得再用日本姓名，希轉飭遵
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 臺灣省政府秘書處「令臺灣省所屬各機關學校為准內政部函以國校學生及一般戶籍上仍發
現有使用類似日本名字者，應切實糾正，希遵照」『臺灣省政府公報』43:冬:59, 1954, p.742. 
27
 臺灣省政府秘書處「令各縣市政府（局）為准内政部函釋復學生襲用日名更改疑義一案，

















る一つの可能性であると思われる(実際に変更された例について、表 4 を参照)。 
 
























照。命令件数の年代推移は図 6 のようになる。 
 
















































容を分類してみると表 5 のようになる。 
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図 8 病名の変更がある。 
 
図 7 魚介類の呼び方の変更 
 (臺灣省政府秘書處「電各縣市政府為訂發劃一魚貝介類名稱一覽表，希轉飭各魚市場填報」




図 8 病名の変更 
 
(臺灣省政府秘書處「電臺灣省政府所屬各機關為檢發臺灣省死因及疾病分類表，希遵照」









させる他、原住民のことを「山地同胞」と呼ぶように計 5 回の命令を発表した。(資料 5「用
語・呼び方」に関する命令を参照) 

















































民 35.01.20（1946.01.20,第 2 卷第 1 期）より日本語訳文添付 

















































































『臺灣省政府公報』では計 33 件の命令が発表された。(資料 6「出版物・メディア」に関す
る命令を参照) 
大まかな分類は書籍・雑誌・新聞・レコード・楽譜・映画である。この内のそれぞれの






































                                                   
31
 長官公署秘書處編輯室編「通令査禁日人遺毒之唱片樂譜等，希遵照」『台灣省行政長官公








本分類の資料を年代別に整理し、グラフにすると図 10 のようになる。全体的に 1946 年・
1950 年に命令が集中していることが分かる。この二年の傾向はまず 1946 年には雑誌・新聞
の日本語翻訳版・訳文版が撤廃された。この撤廃についての命令は 3 件発表され、この年
で一番多い量を占めている。第二のピークである 1950 年は計 6 件の命令が出されていたが、
全て輸入書籍・雑誌に関わる命令だった。そして 1950 年代後半から 1960 年代に入ると日
本語についての命令はかなり少なくなり、1970 年代には殆ど発表されない形になる。 
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 長官公署秘書處編輯室編「電各縣市政府査禁日語唱片」『台灣省行政長官公署公報』36:








     (2)人民ヲ煽動シテ「大東亜」戦争ニ参加サスルモノ； 
     (3)我ガ国ノ土地ヲ佔領シタ情形ヲ報道シ誇張シタモノ； 
    (4)「皇民化」ヲ宣揚シタ奉公隊運動ノモノ； 
     (5)総理総裁及我ガ國ノ國策ヲ誹謗シタモノ； 
     (6)三民主義ヲ曲解シタモノ； 
     (7)我ガ國ノ権益ヲ損害スルモノ； 







雑誌又は新聞の日本語翻訳版は 1945 年戦後に発行された公報にはなく、1946 年 1 月、政府
が日本語の必要性を感じ、日本語の翻訳版を公報に付した。しかし後に政府は「文化や中
国語を台湾人に認識し普及させる」ことを原則とし、日本語の存在は政府の原則を妨害す
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 長官公署秘書處編輯室編「為査禁日人遺毒書籍，希全省各書店自行檢封聽候焚燬（日譯
文）」『台灣省行政長官公署公報』35:春:8, 1946, p.140. 
34
 長官公署秘書處編輯室編「臺灣省各級學校圖書整理暫行辦法」『台灣省行政長官公署公報』


































『台灣省行政長官公署公報』35:夏:50, 1946, p.795.）。 
36
 国家試験の解答用紙に受験者の答えの日本語訳を付けることを政府は 1947 年に認めた。
（臺灣省政府秘書處「轉抄「臺灣省 36 年度普通、縣長、甄別考試應行公告事項」」『臺灣省
政府公報』36:冬:57, 1947, pp.902-904.）そして 1948 年、更にこの措置を二年ほど延長する記
録がある。（臺灣省政府秘書處「37 年第 1 次高等考試初試試務處臺北辦事處公告為「臺灣省



































                                                   
38
 臺灣省政府秘書處「電各縣市政府禁止工商界廣告及單據使用日本文字」『臺灣省政府公報』
37:秋:22, 1948, p.279. 
39
 臺灣省政府秘書處「函各縣市（局）政府為影片宣傳廣告除日本影片外，其他中外影片均
不得加註日文，希飭屬注意糾正」『臺灣省政府公報』42:夏:56, 1953, pp.649-650. 
40
 臺灣省政府秘書處「台灣省日文書刊曁日語電影片審査會組織規程」『臺灣省政府公報』39:
夏:62, 1950, pp.922-923. 
41
 臺灣省政府秘書處「電臺中市政府據請釋示關於日文書刊進口售賣疑義一案，核復知照」『臺
灣省政府公報』39:秋:39, 1950, p. 469. また、臺灣省政府秘書處「為自 39 年 8 月 10 日起走

























図 11-2 輸入可能書籍・雑誌名 
 





















                                                   
42 臺灣省政府秘書處「電各縣市政府、陽明山管理局為奉行政院電知禁止報刊使用日文一案，
轉希遵照」『臺灣省政府公報』39:秋:36, 1950, p.442. 
(図 11-1、図 11-2、図 11-3、図 12 は臺灣省政府秘書處「為抄發 39 年 6,7 月份核准進口及禁止進口日文書












































































 臺灣省行政長官公署教育處『臺灣建設叢書之五 臺灣一年來之教育』, 1946, p.101. 
45
 林玫君,胡文雄「徘徊於「中國化」當中—首屆台灣省運動會的成立與運作」『運動文化研究』
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遵辦具報」『臺灣省政府公報』40:冬:49, 1951, p.541. 
48




































                                                   
49
 長官公署秘書處編輯室編「電省立各級學校自下學年度起教學須一律用國語講授」『台灣省
行政長官公署公報』35:冬:17, 1946, p. 263, 35:冬:25, 1946, p. 400. 
50
 臺灣省政府秘書處「電各縣市（局）政府為訂頒「民國 40 年度臺灣省各縣市施政準則」，



































                                                   
51
 臺灣省政府秘書處「電為各中等學校應提高員生國語程度，希遵照」『臺灣省政府公報』40:
秋:11, 1951, p.126. 
52
 臺灣省政府秘書處「為朱阿貴推行國語教育卓著成績應予傳令嘉獎，希知照」『臺灣省政府
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 臺灣省政府秘書處「函各縣政府為抄送「山地國校公民訓練規條」，希轉飭採用」『臺灣省
政府公報』41:冬:77(增刊一), 1952, pp. 839-842.では「父兄に日本語を話さないように勧告す
る。」(p.841)また、臺灣省政府秘書處「檢送臺灣省各縣市（局）村里民大會暨村里動員月會




 臺灣省政府秘書處「訂定 36 年 12 月 14 日舉行臺灣省第 2 屆國語朗讀及演説競賽會(含辦
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 臺灣省政府秘書處「電各縣市（局）政府、省立各中等以上學校為據報邇來臺灣省籍大中

















                                                   
56
 臺灣省政府秘書處「核復建議「加強推行國語運動根絶國人講説日語」一案」『臺灣省政府



























せず発行されている。本公報は 1967 年 11 月より週 2 冊の頻度で発行しており、1973 年か
らほぼ毎日発行されるようになった。蒋介石の遺言が掲載された 1975 年 4 月 7 日の公報を
含み総計 1104 冊である。 
台湾の南にある代表的な都市は高雄市がある。高雄市は日本植民地統治時代から第二都
市であり、同市は台北市と共に戦後は省轄市に指定され発展し続けてきた。高雄市政府は
公報を発行した記録はあるが、『高雄市政府公報』は 1954 年、1955 年の 2 年しか存在して




年に発行が始まり、5 日に 1 冊発行されてきた。1973 年 8 月 6 日以降 1975 年 4 月 14 日ま
で毎週月曜に 1 冊発刊することになり、総計 880 冊である。 
二つの公報の発行状況を表 7 にまとめた。 
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頁 法令番号 条文見出し 対象言語・事項 
民國 60 年
11 月 3 日 
臺北市政
府公報 























年 冊 年 冊
1961 0 1961 57
1962 0 1962 58
1963 0 1963 59
1964 0 1964 56
1965 0 1965 57
1966 0 1966 59
1967 18 1967 60
1968 102 1968 68
1969 106 1969 68
1970 105 1970 70
1971 104 1971 71
1972 104 1972 71
1973 251 1973 59
1974 250 1974 52















































































































黄英哲(1999) 『台湾文化再構築 1945－1947 の光と影―魯迅思想受容の行方』、創土社。 
徐秀瑩(2013)「『台湾省行政長官公署公報』(1945-1947)からみる日本語を対象にした言語政策の

















臺灣省行政長官公署宣傳委員會機要室編(1946)『臺灣省行政長官公署三月來工作概要(34 年 10 月
25 日至 35 年 1 月 24 日)』、臺灣省行政長官公署秘書處。 
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資料 1  日本語に翻訳された公報に含まれた日本語に関する命令 





/ 卷 : 字 :
期) 
頁 法令番号 見出し 対象言語・事項 
民國 35 年











































































































































































































公報 (35.02.11) 譯文） 
民國 35 年





























































































































































































































































































































































































































































































































































































頁 法令番号 見出し 対象言語・事項 









2:7 7 子灰 35 署民

















2:7 15 子灰 35 署民


















































































































































































































1:2 4 34.11.17 公布「臺灣省各縣市街道
名稱改正辦法」 
日本語・道路名 




































































































































































































































































































































































覽 表 ( 續
48 期) 
高雄市政府改正街道名稱
















覽 表 ( 續
49 期) 
高雄市政府改正街道名稱






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































62122 號, 48 秋
30_48_07_28_
府民三字第
62122 號, 48 秋
31_48_07_28_
府民三字第
62122 號, 48 秋
32_48_07_28_
府民三字第








































29840 號, 49 夏
27_49_04_19
府民三字第
29840 號, 49 夏
28_49_04_19
府民三字第
29840 號, 49 夏
29_49_04_19
府民三字第
29840 號, 49 夏
30_49_04_19
府民三字第
29840 號, 49 夏
31_49_04_19
府民三字第













29840 號, 49 夏
33_49_04_19
府民三字第
29840 號, 49 夏
34_49_04_19
府民三字第
























































































12724 號, 50 秋
23_50_07_22_
民丙字第
12724 號, 50 秋
24_50_07_22_
民丙字第
12724 號, 50 秋
25_50_07_22_
民丙字第



















12724 號, 50 秋
27_50_07_22_
民丙字第
12724 號, 50 秋
28_50_07_22_
民丙字第
12724 號, 50 秋
29_50_07_22_
民丙字第
12724 號, 50 秋
30_50_07_22_
民丙字第












































































































































民 35.01.20（1946.01.20,第 2 卷第 1 期）より日本語訳文添付 



















































































































































































































































































































































































































































































資料 6 「出版物・メディア」に関する命令 
公報発
行日 
公報名 公 報 巻
号(卷:期
/ 卷 : 字 :
期) 
頁 法令番号 条文見出し 対象言語・事
項 





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































頁 法令番号 見出し 
対象言語・事
項 












































































































































































































































































































































































































































































/ 卷 : 字 :
期) 





















50:秋:8 96-97 (50)85 南府











51:春:13 105 (51)33 南府


































































































































































































































































53:春:1 2 (53)13 南府






























54:春:16 170 (54)323 南




























































































































56:秋:13 166 (56)95 南府
































































































































































































































































62:秋:11 11 62719 南府


























63:春:12 11 63315 南府


























63:冬:9 17 69918 南府
警 戶 字 第
90299 號 
公告本府及所屬各鄉鎮
戶政事務所核准鄭水盆
等六六四人改名 
日本語・日本
式氏名 
 
